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「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」の概要

対策計画更新について

１ 新たな難視地区に対する対策計画

平成２１（２００９）年８月公表した初版においては、２００７年末までに開局したデジタル中継局に関連するものを中心
として、電波の実測調査により特定された新たな難視約３，２００地区（約８．２万世帯）について、デジタル難視の状況
並びに対策計画が確定したものについて対策手法、対策時期等を掲載しました。
第３版においては、２００９年末までに開局した中継局等の電波の実測調査によって新たに特定された難視地区を加

えた約９，８００地区（約２２万世帯）について、デジタル難視の状況並びに対策計画が確定（初版の対策計画の更新を
含む。 ）したもの４，３６９地区について対策手法、対策時期等を掲載しています。

２ デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

辺地共聴施設のデジタル改修において、受信点の大幅な移設を要し、これにより受信点からヘッドエンドまでの伝送
路整備費の試算が８００万円以上／施設を超える自主共聴並びに技術的・経費的困難性からアナログ放送終了前に
デジタル化対応の目途がたたない自主共聴施設及びＮＨＫ共聴施設（日本放送協会と地元視聴者が共同して設置し運
営する共聴施設）をデジタル化困難共聴とし、当該施設の対策手法等について掲載しています。



「地上デジタル放送難視地区対策計画（第３版）」の概要

難視地区の特定（第３版は２００９年までに開局した中継局関連が中心）

調査地区数
新たな難視地区ではないと

判明した地区数（※）
新たな難視地区と判明した

地区数（世帯数）

青森県 １８３地区 ７７地区 １０６地区（２，２３１世帯）

岩手県 ７２５地区 ２４０地区 ４８５地区（７，９４９世帯）

宮城県 ５１３地区 ７３地区 ４４０地区（６，７６８世帯）

秋田県 ３２０地区 １６８地区 １５２地区（１，９５３世帯）

山形県 １７１地区 ６７地区 １０４地区（１，２８４世帯）

福島県 ７８１地区 １０２地区 ６７９地区（７，８９６世帯）

東北地域 ２，６９３地区 ７２７地区 １，９６６地区（約２.８万世帯）

全国 １４，８２７地区 ５，０８２地区 ９，７４５地区（約２２万世帯）

※ 「新たな難視地区ではないと判明した地区」は、デジタル放送の良視地区のほか、受信世帯が無い地区、ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む。
※ 各地区数・世帯数の数値は初版の数値を含んでおり第３版現在の数値です。



「地上デジタル放送難視地区対策計画（第３版）」の概要

対策計画の策定状況

（１） 新たな難視地区に対する対策計画

区分 対策地区数

全国 ９，７４５地区（約２２万世帯）

東北 １，９６６地区（約２．８万世帯）

対策手法

中継局の設置

共聴施設新設

ＣＡＴＶに加入

高性能アンテナ対策

地区別対策計画
（中継局）の例



「地上デジタル放送難視地区対策計画（第３版）」の概要

（２） デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

対象施設数※ 対策計画策定済 検討中

青森県 ３施設 ３施設（３４世帯） ０施設

岩手県 ３６施設 ３５施設（６９４世帯） １施設

宮城県 ４施設 ３施設（４９世帯） １施設

秋田県 １９施設 １７施設（３１０世帯） ２施設

山形県 １施設 １施設（７世帯） ０施設

福島県 ９施設 ４施設（５９世帯） ５施設

東北地域 ７２施設 ６３施設（１，１５３世帯） ９施設

全国 ４７８施設 ３８０施設（約１．６万世帯） ９８施設

※ 市町村別ロードマップのシミュレーションに基づく約１７００の自主共聴施設について、伝送路整備費の試算が８００万円／施設を超えるもの及び現地調
査等により技術的に多大な困難があり現段階でデジタル化困難と判明したもの。



デジタル難視対策の流れ

○電波の特性の違いなどにより、アナログ放送は受信できていたが、デジタル放送は受信できないいわゆる「新たな難視」が発生

○地上デジタル放送難視地区対策計画を策定し、２０１１年春までに対策を行い、デジタル難視聴世帯の数を最小化

○アナログ放送停波までに対策が困難な地区については、暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じた「暫定的難視聴対策」を実施。
最終的に２０１５年３月までに地上系による対策を実施

○対策計画※2

の公表第３版
（２０１０年８月）

－半年毎に更新－

○ デジタル難視地区の特定
（1）新たな難視実測調査（２０１０年８月現在）

⇒約9,800地区(約２２万世帯)を特定
（中継局開局の約15,000地区を対象）

（2）デジタル化困難共聴施設※1

⇒約480施設(約２万世帯）を特定

○ 対策計画案の策定・調整

（１）対策手法、対策時期等を検討
（送信側対策又はアンテナ対策・
共聴対策等の受信側対策）

（２）地方公共団体等関係者と調整

地上デジタル放送難視地区対策計画の策定

○市町村別ロードマップ

デジタル放送移行に伴い、

①新たな難視世帯

②デジタル化困難共聴
世帯

③デジタル混信世帯

が全国約３５万世帯発生す
ると推定

2011年春までに対策を実施

ホワイトリストを策定・公表
・利用対象地区、視聴できる
番組等を記載
⇒第１次策定（新たな難視地域)

公表：2010年１月→定期的に更新

暫定的難視聴対策の実施

・暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じ、
地上デジタル放送を再送信
（2015年3月末まで）

○対策計画に
基づく対策

アナログ放送停波までに対策が 困難

対策計画に基づく対策の実施

○地上系による
対策実施

（2015年3月まで）

※１ ＮＨＫ共聴施設のデジタル化困難共聴施設も含む。 ※2 対策計画（初版）は2009年８月、（第２版）は2010年1月に公表。デジタル混信は除き、
区域外波（徳島県、佐賀県等）の対策計画は含む。


